
中国経済連合会 

 

中国地方 

景気動向アンケート調査結果(2008 年 2 月調査) 

 
【08 年 2 月 景気動向アンケート 調査結果の要旨】 

 

～景況感は悪化傾向～ 

Ⅰ．景気動向について 

景況感は，先行不透明感の強まりや個人消費の減少などから，これまで好調を維持してきた製

造業にも減速感がみられ，全体として悪化傾向にある。先行き(2～3ヶ月先)についても，原油・
原材料価格の動向，海外経済の動向が引き続き懸念される中で，厳しい見方が強まっている。 
 

～平成 19年度業績は売上堅調ながら利益面では厳しい見通し～ 

Ⅱ．業績の見通しについて 

平成 19 年度の企業業績は，全体として売上は堅調ながら利益面では厳しい見通しとなってい

る。製造業では売上は好調なものの利益面では厳しさを増しつつある。一方，非製造業は売上は

前年横這いで，利益は減少となっている。 

 

～価格転嫁進まず収益環境は悪化～ 

Ⅲ．経済環境変化の影響について 

  円高については，4割が「影響がある」としており，特に製造業においては 6割を超えている。

また，最近は，ほとんどの回答先で社内の想定レートより円高になっている（3/5 現在 103 円）。 

 原油・原材料価格の高騰については，8 割を超える回答先が影響を受けている。こうしたコス

ト上昇の価格転嫁が進まないことで，収益環境は悪化しつつある。 

  世界経済の減速が懸念されるなかで，2 割の企業が既に影響を受けている。米国が中心である

が，欧州や中国からの影響もみられた。 

また，建築基準法改正に伴う建築確認遅延については,過半が影響を受けている。また，正常

化するのも「平成 20 年 10 月以降」とする回答先が 6割を超えるなど，混乱は相当期間続くもの

とみられる。  

 

～引き続き雇用の不足感は強い～ 

Ⅳ．雇用状況について 

雇用状況は，若干緩和されたものの，ほとんどの業種で雇用不足感の強い状況が続いている。

また,雇用不足への対応として,「派遣・パート社員の活用」「中途採用の増加」,「新規採用の増

加」などの増員で対応している。 
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【アンケート調査 概要】 

 

・調査対象：会員 534 社 非会員 139 社 計 673 社（回答社数 238 社：回答率 35.4%） 

・調査時期：08 年 2 月 13 日～2月 21 日（毎年 5，8，11，2 月を目途に調査予定） 

・Ｂ Ｓ Ｉ：ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ｻｰﾍﾞｲ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（景気動向指数）の略。企業経営者を対象に，一般の経済指標では得ら 

れない企業の景況感，マインドを客観的に把握するもの。一般的に｢良い｣と回答した企業から， 

｢悪い｣と回答した企業の割合を引いた数値で求める。 

・回答企業内訳： 

業  種 回答先 構成比 業  種 回答先 構成比 

＜製造業＞ 

食料品 

繊維・衣服 

木材・家具 

化学 

窯業・土石 

鉄鋼 

金属製品 

一般機械 

電気機械 

自動車関連 

造船 

その他 

4

2

3

8

5

11

5

10

17

9

3

9

1.7

0.8

1.3

3.4

2.1

4.6

2.1

4.2

7.1

3.8

1.3

3.8

＜非製造業＞ 

建設 

卸売 

小売 

運輸 

金融・保険 

情報通信 

電気・ガス 

サービス業 

経済団体・ｼﾝｸﾀﾝｸ 

その他 

 

52 

16 

10 

12 

15 

7 

8 

21 

5 

6 

21.8

6.7

4.2

5.0

6.3

2.9

3.4

8.8

2.1

2.5
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Ⅰ．景気動向について  

 
・景況感は，先行不透明感の強まりや個人消費の減少などから，悪化傾向にある。先行き(2～3 ヶ月
先)についても，原油・原材料価格の動向，海外経済の動向が引き続き懸念される中で，厳しい見
方が強まっている。 

 

１．現在(平成 20 年 2 月)の景況感  

・景況感 BSI(｢大変良い＋良い｣－｢悪い＋大変悪い｣割合)は▲18.0（前回比▲12.3)と悪化した。製造業/非製造

業別にみると，製造業 BSI は 9.3(前回比▲17.2)とプラスを維持しているものの大幅に低下した。一

方，非製造業 BSI は▲34.3(前回比▲12.1)とマイナス幅が拡大した。 

・先行き(2～3 ヶ月先)の景況感 BSI については▲37.4（2 月比▲19.4）と悪化する見通しである。製

造業/非製造業別でみると，製造業の先行き BSI は▲18.9（2 月比▲28.2），非製造業も▲48.1（2

月比▲13.8）と大幅なマイナスとなっている。 

 

中国地方景況感BSIの推移（産業別）

-100

0

100

（年/月）

【BSI】

全産業 -96 -94 -93.4 -90.1 -82.4 -72.8 -62.3 -69.8 -86.6 -90.8 -95.2 -94.4 -87.2 -86.1 -87.9 -73.4 -57.2 -38.2 -20 -31.5 -25.5 -16.3 -5.7 6.1 8.4 5.2 1.6 11.4 0.7 -5.7 -18 -37.4

製造業 -99 -93 -92.6 -92.5 -84.5 -74.1 -56 -69.2 -82 -89 -97.4 -97.2 -81.9 -78.9 -79.5 -68.8 -41.7 -16.8 -8.4 -17.7 -4.4 3.2 19.5 31.2 37.2 27.5 29 37 22.8 26.5 9.3 -18.9

非製造業 -91 -96 -93.9 -89 -81.1 -72.2 -65.4 -70 -88.5 -91.5 -94.4 -93.3 -89.8 -89.7 -92.1 -75.9 -66 -49.8 -27.2 -39.3 -37 -27.8 -18.7 -6.5 -6.8 -6.1 -12.9 -2.3 -9.9 -22.2 -34.3 -48.1

98/8 98/12 99/3 99/6 99/12 00/5 00/9 00/12 01/5 01/8 02/1 02/5 02/8 03/1 03/5 03/8 04/1 04/5 04/8 05/1 05/5 05/8 06/1 06/5 06/9 06/11 07/2 07/5 07/8 07/11 08/2 先行き

 



２．景況感が良いまたは悪いとしている要因  

・景況感が良いと回答した企業では，「設備投資の増加」75.0%，「企業収益の回復」43.8%，「輸出の

増加」37.5%などを主な要因として挙げている。 

・景況感が悪いと回答した企業では，「先行不透明感」67.9%（前回 57.8%），「個人消費の減少」43.1%

（前回 30.1%），「公共投資の減少」38.5%（前回 43.4%）などを主な要因として挙げている。前回と

比べると「先行不透明感」が 10.1 ポイント，「個人消費の減少」が 13.0 ポイントほど上昇している。 

  

【景況感が良い要因】

75.0

43.8

37.5

18.8

18.8

12.5

6.3

60.0

50.0

60.0

10.0

30.0

20.0

10.0

100.0

33.3

0.0

33.3

0.0

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

設備投資の増加

企業収益の回復

輸出の増加

在庫調整の進展

為替相場

雇用情勢の改善

個人消費の回復

（％）

全産業

製造業

非製造業

  

【景況感が悪い要因】

67.9

43.1

38.5

32.1

19.3

16.5

5.5

64.5

48.4

22.6

32.3

22.6

29.0

9.7

69.2

39.7

43.6

32.1

17.9

11.5

3.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

先行不透明感

個人消費の減少

公共投資の減少

企業収益の悪化

設備投資の減少

為替相場

輸出の減少

（％）

全産業

製造業

非製造業

 

 
３．先行き(2～3 ヵ月先)における懸念材料 

・先行き(2～3 ヵ月先)の景気動向についての懸念材料は，｢原油・原材料価格の動向｣が最も多く，次

いで｢海外経済の動向｣，｢個人消費の動向｣の順となっている。特に，「原油・原材料価格の動向」

は 8割を超え，引き続き強い懸念材料となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業・非製造業ともに｢原油・原材料価格の動向｣が最も多く，次い

で，製造業では｢海外経済の動向｣，｢為替相場の動向｣，非製造業では｢海外経済の動向｣，「個人消費

の動向」の順となっている。 

 

【先行きの懸念材料】

85.6

52.5

35.2

33.9

20.3

16.9

8.5

90.6

60.0

24.7

28.2

41.2

12.9

5.9

82.2

48.0

41.4

36.8

8.6

19.1

9.9

0 20 40 60 80 100

原油・原材料価格の動向

海外経済の動向

個人消費の動向

株式市場の動向

為替相場の動向

消費者物価の動向

構造改革の動向

（％）

全産業

製造業

非製造業
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Ⅱ．業績の見通しについて 

 
・平成 19年度の企業業績見通しは，増収・減益を見込む先が多くなっている。 
・製造業/非製造業別でみると，製造業では売上は好調なものの，利益面では厳しさを増しつつある。
一方，非製造業では売上は前年横這いで，利益は減少となっている。 

 
１．平成 19 年度の売上見通しについて  

・売上判断 BSI（「増加する」-「減少する」割合） 

 は 8.5（前回比+0.6）と増収を見込む先が多い。 

・製造業/非製造業別でみると，製造業 BSI は 19.8 

 （前回比▲6.7）と増収を見込む先が多いものの，

前回より低下した。一方，非製造業は 1.3（前回

比＋3.2）と前年横這いとなっている。 

 

２．平成 19 年度の利益見通しについて 

・利益判断 BSI（「増加する」-「減少する」割合） 

 は▲14.0（前回比▲0.2）と，減益を見込む先が

多い。 

・製造業/非製造業別でみると，製造業 BSI は▲4.7 

 （前回比▲3.5），非製造業 BSI は▲20.0（前回比

+0.4）と，ともに減益を見込む先が多い。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

売上BSIの推移(産業別)

-50.0

0.0

50.0

(年/月)

【BSI】

全産業 9.2 7.5 9.4 11.1 9.4 9.8 9.3 10.1 10.9 20.5 15.1 9.8 7.9 8.5 

製造業 18.9 23.6 22.5 37.7 35.5 36.4 31.8 31.4 35.9 48.3 32.2 34.4 26.5 19.8 

非製造業 3.8 -2.7 1.6 -4.6 -6.4 -6.1 -2.9 -1.1 -2.3 5.1 5.4 -2.9 -1.9 1.3 

H16/5 H16/8 H17/1 H17/5 H17/8 H18/1 H18/5 H18/9 H18/11 H19/2 H19/5 H19/8 H19/11 H20/02

 

経常利益BSIの推移(産業別)

-50.0

0.0

50.0

(年/月)

【BSI】

全産業 -4.4 2.0 1.7 -6.9 0.0 -3.0 -9.0 -7.2 -11.3 -9.4 5.8 -4.2 -13.8 -14.0 

製造業 4.0 15.0 11.1 13.9 4.2 17.3 1.1 18.7 15.4 7.0 15.3 2.3 -1.2 -4.7 

非製造業 -8.9 -13.5 3.2 -19.3 -2.6 -14.8 -14.4 -20.8 -25.3 -18.4 0.6 -7.4 -20.4 -20.0 

H16/5 H16/8 H17/1 H17/5 H17/8 H18/1 H18/5 H18/9 H18/11 H19/2 H19/5 H19/8 H19/11 H20/02
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Ⅲ．その他（経済環境変化の影響について）                    

 

・円高の影響については，4 割が「影響がある」としており，特に製造業では 6 割を超えている。ま

た，最近は，ほとんどの回答先で社内の想定レートより円高になっている。（3/5 現在 103 円） 

・原油・原材料価格の高騰については，8割を超える回答先が影響を受けている。 

・円高・原油価格高騰により上昇したコストについては，価格転嫁が進んでいない。 

・世界経済の減速が懸念されるなかで， 2 割の企業が既に影響を受けている。米国が中心であるが，

欧州や中国からの影響もみられた。 

・建築基準法改正に伴う建築確認遅延については,過半が影響を受けている。また，正常化するのも

「平成 20 年 10 月以降」とする回答先が 6割を超えている。 

 
１．円高の影響について（景気動向アンケート調査（2/13）時点 108円） 
・円高の影響については，42.2%（「かなり影響がある」6.8%＋「ある程度影響がある」35.4%）が「影

響がある」としており，「影響はない」とする 36.3%（「あまり影響はない」28.3%＋「影響はない」

8.0%）を上回っている。 

・製造業/非製造業別にみると，影響があるとした先は，製造業で 60.4%（「かなり影響がある」11.6%

＋「ある程度影響がある」48.8%），非製造業では 31.5%（「かなり影響がある」3.9%＋「ある程度

影響がある」27.6%）となっている。 

【全産業】

影響はない
8.0%

かなり影響
がある
6.8%

どちらとも
いえない
21.5%

ある程度影
響がある
35.4%

あまり影響

はない
28.3%

【製造業】

あまり影響

はない
19.8%

ある程度影

響がある
48.8%

かなり影響

がある
11.6%

どちらとも

いえない
17.4%

影響はない
2.3%

【非製造業】

ある程度影

響がある
27.6%あまり影響

はない

32.9%

かなり影響

がある
3.9%

どちらとも
いえない

24.3%

影響はない
11.2%

 

・また，回答企業の 5.5%にあたる 37先が想定レートを設定しており，その想定レートは「110円」
（37.8%）が最も多く，次いで「115円」（32.4%），「105円」（18.9%）の順となっている。 

・最近の急激な円高の進行により，ほとんどの先で想定レートより円高となっている（3/6 現在 103
円）。 

【為替想定レート】

2.7 18.9 2.72.7 37.8 32.4 2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

為替想定レート

（％）

103円 105円 106円 108円 110円 115円 116円

 
 

 

 

 



２．原油・原材料価格高騰の影響について 

・原油・原材料価格高騰の影響については，84.5%（「かなり影響がある」36.9%＋「ある程度影響が 

ある」47.6%）と 8割を超える先が「影響がある」としており，特に製造業では 92.9%（「かなり影 

響がある」49.4%＋「ある程度影響がある」43.5%）と，ほとんどの企業が影響を受けている。 

 

【全産業】

かなり影響

がある

36.9%

影響はない

が、今後さ
らに上昇し

た場合影響
が出てくる

9.9% ある程度影

響がある
47.6%

今後とも影
響はない

5.6%

【製造業】 今後とも影
響はない

1.2%

ある程度影
響がある

43.5%

かなり影響

がある

49.4%

影響はない
が、今後さ

らに上昇し

た場合影響
が出てくる

5.9%

【非製造業】

ある程度影

響がある
50.2%

今後とも影

響はない

8.1%

かなり影響

がある
28.9%

影響はない

が、今後さ
らに上昇し

た場合影響

が出てくる
12.8%

 

 
・上昇したコストに対する価格の転嫁については，「できている」は 23.1%（「できている」1.0%＋ 

 「ある程度できている」22.1%）に過ぎず，「できていない」が 76.9%（「あまりできていない」49.2% 

 ＋「できていない」27.7%）と圧倒的に多い。 

 

【全産業】 できている

1.0%

あまりでき
ていない

49.2%

ある程度で

きている
22.1%

できていな

い
27.7%

【製造業】

できていな

い
23.7%

ある程度で
きている

28.9%

できている
1.3%

あまりでき

ていない

46.1%

【非製造業】

ある程度で

きている
17.6%

できていな
い

30.3%

できている

0.8%

あまりでき

ていない

51.3%

 

 

３．世界経済減速懸念の影響について 

・世界経済の減速が懸念されるなか、その影響については，「どちらともいえない」が 48.3%と最も

多く、「影響はでていない」が 29.8%（「影響はでていない」13.4%＋「あまり影響はでていない」

16.4%），「影響がでている」が 22.0％（「かなり影響がでている」3.0%＋「ある程度影響がでて

いる」19.0%）となっている。 

・製造業/非製造業別では，「影響がでている」（「かなり影響がでている」＋「ある程度影響がで

ている」）が，製造業は 28.6％，非製造業は 18.8％と，製造業の方でより影響がでている。 

 

【全産業】

影響はでて

いない

13.4%

かなり影響

がでている

3.0%

どちらとも

いえない

48.3%

ある程度影

響がでてい

る

19.0%

あまり影響

はでていな

い
16.4%

【製造業】

あまり影響
はでていな

い
7.1%

ある程度影

響がでてい
る

27.4%

かなり影響
がでている

1.2%

どちらとも

いえない
53.6%

影響はでて

いない
10.7%

【非製造業】

ある程度影

響がでてい
る

14.1%
あまり影響
はでていな

い
21.5%

かなり影響
がでている

4.7%

どちらとも

いえない
45.0%

影響はでて
いない

14.8%
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・また，「影響がでている」とした先では，影響がでている地域として「米国」（86.0%）が最も多

いものの，「欧州」（41.9%），「中国」（25.6%）でも影響がみられた。 

 

【産業別】

86.0

41.9

25.6

16.3

9.3

0.0

2.3

81.8

31.8

18.2

18.2

9.1

0.0

4.5

90.9

54.5

31.8

13.6

9.1

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

米国

欧州

中国

その他アジア

韓国

中南米

その他地域

（％）

全産業

製造業

非製造業

 

 

４．建築確認遅延の影響について 

・建築確認の遅延による影響については，51.3%（「かなり影響がある」17.4%＋「ある程度影響があ 

 る」33.9%）と過半数が影響を受けている。建設業を中心とする非製造業（58.3%）だけでなく，製

造業（37.9%）でも４割近くが影響を受けている。 

 

【全産業】

影響は受け

ない
16.1%

かなり影響

がある
17.4%

どちらとも
いえない

13.0%

ある程度影

響がある
33.9%

あまり影響

はない
19.6%

【製造業】

あまり影響
はない

22.0%

ある程度影
響がある

22.0%

かなり影響

がある
15.9%

どちらとも
いえない

23.2%

影響は受け

ない
17.1%

【非製造業】

ある程度影

響がある
40.9%

あまり影響
はない

18.1%

かなり影響

がある
17.4%

どちらとも

いえない
8.1%

影響は受け

ない
15.4%

 

 

・建築確認の正常時期については，「既に正常化している」は僅か 0.5%にとどまり，「平成 20 年 10

月以降」とする先が 62.2%（「平成 20 年 10～12 月」25.9%＋「平成 21 年１月以降」36.3％）と，正

常化には相当の期間を要するとみられる。 

 

【全産業】

平成20年10

～12月
25.9%

平成21年1

月以降
36.3%

平成20年度
7～9月
22.2%

平成20年3
月まで

2.4%

平成20年度

4～6月
12.7%

既に回復し

ている
0.5%

【製造業】

平成20年10

～12月
28.9%

平成21年1
月以降

32.9%

平成20年度

7～9月
22.4%

既に回復し
ている

1.3%

平成20年度
4～6月

14.5%

【非製造業】

平成20年10

～12月
24.8%

平成21年1

月以降
38.0%

平成20年3
月まで

3.6%

平成20年度
7～9月

21.9%

平成20年度

4～6月
11.7%
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Ⅳ.雇用の状況について                             

 
・雇用状況は，若干緩和されたものの，ほとんどの業種で雇用不足感の強い状況が続いている。 
・雇用不足への対応として，「派遣・パート社員の活用」が最も多く，次いで「中途採用の増加」，

「新規採用の増加」となっている。 

 雇用BSIの推移(産業別)

-50.0

0.0

50.0

(年/月)

【BSI】

全産業 -7.8 -2.1 3.3 11.2 12.5 14.0 14.3 18.8 19.1 26.9 21.0 23.5 20.6 

製造業 -0.8 6.8 7.9 20.3 29.6 22.3 28.4 26.1 40.3 42.0 36.6 37.4 24.4 

非製造業 -12.0 -7.2 0.6 5.6 2.7 9.9 6.8 15.0 7.5 18.5 13.0 16.3 18.3 

H16/8 H17/1 H17/5 H17/8 H18/1 H18/5 H18/9 H18/11 H19/2 H19/5 H19/8 H19/11 H20/2

１．現在の雇用状況  

 ・雇用判断 BSI(｢不足＋やや不足｣－｢過剰＋や

や過剰｣割合)は 20.6(前回比▲2.9)と，製造

業・非製造業ともにほとんどの業種で雇用不

足感の強い状況が続いている。 

 
 
 
 
 
２．現在行っている対応  

・雇用不足への対応は，｢派遣・パート社員の

活用｣が 72.1%と最も多く，次いで「中途採

用の増加」が 62.8%，｢新規採用の増加｣が

59.3%の順となっている。 

・製造業/非製造業別にみると，製造業では「中

途採用の増加」，「派遣・パート社員の活

用」，「新規採用の増加」の順となってお

り，非製造業では「派遣・パート社員の活

用」，「新規採用の増加」，「中途採用の

増加」の順となっている。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

【雇用不足対策】

72.1

62.8

59.3

24.4

4.7

2.3

2.3

76.5

79.4

64.7

29.4

2.9

0.0

5.9

67.9

50.9

54.7

20.7

5.7

3.8

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

派遣・パート社員の活用

中途採用の増加

新規採用の増加

時間外労働で対応

アウトソーシング

配置転換・出向

外国人労働者の活用

（％）

全産業

製造業

非製造業

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（担当：中村）
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